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新 変更の内容

表紙

令和○年○月

Ｐ１０　第１編
第３章

中国四国管区警察局 警察庁の組織改編に伴う変更

Ｐ１４　第１編
第４章　第１項

福　井　県     766,863人
三　重　県   1,770,254人
滋　賀　県   1,413,610人
京　都　府   2,578,087人
大　阪　府   8,837,685人
兵　庫　県   5,465,002人
奈　良　県   1,324,473人
和歌山県      922,584人
徳　島　県     719,559人
合　　 計   23,798,117人
徳　島　県     719,559人
香　川　県     950,244人
愛　媛　県   1,334,841人
高　知　県     691,527人
合　　　計 　 3,696,171人
令和２年国勢調査

統計数値の更新

Ｐ１４　第１編
第４章　第１項

さらに、令和５年の徳島県の人口移動状況をブロック別でみると、転入、
転出ともに近畿２府７県との間の移動が最も多く（転入が全体の30.7％、
転出が32.4％）、ついで県内を除く四国４県（転入が全体の24.1％、転出
が20.2％）となっており、近隣府県に、本県にゆかりのある方々が多数
居住されている。

統計数値の更新

Ｐ１４　第１編
第４章　第１項

例えば、大鳴門橋の交通量は年々増加を続け、令和５年の日平均交通
量は26,585台を数えるようになっている。

統計数値の更新

四国管区警察局

福　井　県    786,740人
三　重　県  1,815,865人
滋　賀　県  1,412,916人
京　都　府  2,610,353人
大　阪　府  8,839,469人
兵　庫　県  5,534,800人
奈　良　県  1,364,316人
和歌山県    963,579人
徳　島　県    755,733人
合　　 計   24,083,771人
徳　島　県    755,733人
香　川　県    976,263人
愛　媛　県  1,385,262人
高　知　県    728,276人
合　　　計 　 3,845,534人
平成２７年国勢調査

さらに、平成２８年の徳島県の人口移動状況をブロック別でみると、転
入、転出ともに近畿２府７県との間の移動が最も多く（転入が全体の
25.1％、転出が29.8％）、ついで県内を除く四国４県（転入が全体の
22.0％、転出が22.0％）となっており、近隣府県に、本県にゆかりのある
方々が多数居住されている。

例えば、大鳴門橋の交通量は年々増加を続け、平成２８年の日平均交
通量は24,820台を数えるようになっている。

徳島県国民保護計画（R7.2変更）新旧対照表

旧

平成３０年６月
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新 変更の内容旧

Ｐ１５　第１編
第４章　第１項

【主要道路における起点・終点間の距離】
高速道路
神戸淡路鳴門自動車道
　兵庫県神戸市　徳島県鳴門市　89.0
高松自動車道
　徳島県鳴門市　愛媛県四国中央市　121.6
徳島自動車道
　徳島県鳴門市　愛媛県四国中央市　106.2
松山自動車道
　愛媛県四国中央市　　愛媛県大洲市　126.9
高知自動車道
　愛媛県四国中央市　　高知県須崎市　91.9

一般国道
国道11号
　徳島県徳島市　愛媛県松山市　263.0
国道32号
　香川県高松市　高知県高知市　136.7
国道55号
　徳島県徳島市　高知県高知市　246.2
国道192号
　愛媛県西条市　徳島県徳島市　142.3
国道193号
　香川県高松市　徳島県海陽町　159.6
国道195号
　高知県高知市　徳島県徳島市　179.2

※本州四国連絡高速道路株式会社情報開示誌2023、高速道路便覧
2023、道路統計年報2023により作成

統計数値の更新

Ｐ１５　第１編
第４章　第２項

本県の総面積は4,146.99ｋ㎡、 統計数値の更新

Ｐ１７　第１編
第４章　第２項

統計数値の更新

Ｐ１７　第１編
第４章　第２項

推計人口（令和６年４月１日現在）により作成 統計数値の更新推計人口（平成２９年１月１日現在）により作成

【主要道路における起点・終点間の距離と所要時間】
高速道路
神戸淡路鳴門自動車道
　兵庫県神戸市　徳島県鳴門市　89.0
高松自動車道
　徳島県鳴門市　愛媛県四国中央市　121.6
徳島自動車道
　徳島県鳴門市　愛媛県四国中央市　106.2
松山自動車道
　愛媛県四国中央市　　愛媛県大洲市　126.9
高知自動車道
　愛媛県四国中央市　　高知県須崎市　91.9

一般国道
国道11号
　徳島県徳島市　愛媛県松山市　275.9
国道32号
　香川県高松市　高知県高知市　141.3
国道55号
　徳島県徳島市　高知県高知市　236.3
国道192号
　愛媛県西条市　徳島県徳島市　142.3
国道193号
　香川県高松市　徳島県海陽町　159.6
国道195号
　高知県高知市　徳島県徳島市　180.1
※本州四国連絡高速道路株式会社情報開示誌2017、高速道路便覧
2016、道路統計年報2016により作成

本県の総面積は4,146.74ｋ㎡、
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新 変更の内容旧

Ｐ１７　第１編
第４章　第２項

(2) 鉄道、空港、港湾の位置等
　鉄道は、吉野川に沿って東西にＪＲ徳島線、徳島から海岸線を南下す
るＪＲ牟岐線、徳島と鳴門を結ぶＪＲ鳴門線、さらには香川県へと至るＪ
Ｒ高徳線及びＪＲ土讃線がある。また、阿佐海岸鉄道阿佐東線により海
陽町と高知県東洋町及び室戸市（土休日のみ）が結ばれている。
　空港は松茂町に徳島阿波おどり空港があり、2,500ｍの滑走路を有し、
東京（羽田）、福岡と定期路線を開いている。
　港湾数は１２（重要港湾2，地方港湾10）あり、重要港湾である徳島小
松島港の赤石地区では水深13ｍの大型岸壁が平成23年から供用され
ている。
　また、バスは、４事業者が乗合路線を運行しているほか、市町村がコ
ミュニティバスなどを運行している（民間バス会社等への依頼形態を含
む。）。

統計数値等の更新

Ｐ２８　第２編
第１章　第１節
第２項

【県対策本部長の代替職員】
代替職員（第１順位）
副知事
代替職員（第２順位）
政策監
代替職員（第３順位）
危機管理部長

代替職員の見直しに伴う変更

Ｐ３６　第２編
第１章　第３節

県警察は、中国四国管区警察局等、県及び市町村と連携して非常通信
体制の整備、応急対策等重要通信の確保に関する対策を推進する。

警察庁の組織改編に伴う変更

Ｐ４１　第２編
第１章　第４節
第６項

【被災情報の報告様式】
　　　年　月　日  時　分
１　武力攻撃災害が発生した日時、場所（又は地域）
(1) 発生日時　　　　　年　月　日

元号の変更に伴う変更

Ｐ４１　第２編
第１章　第４節
第６項

【被災情報の報告様式】
(2) 発生場所　　○○市○○町○丁目○番○号（UTM座標　　　　　　　）

現在の県内の災害対応における県及び市町村
の運用に合わせた変更

Ｐ４７　第２編
第２章　第４項

３　緊急通行車両に係る確認手続
   県警察は、武力攻撃事態等において、県公安委員会が行う緊急通行
車両に係る確認についての手続を定めるとともに、確認制度の整備を
図る。

災害対策基本法施行令等の一部を改正する政
令 （令和五年政令第百八十号）の施行に伴う変
更

【被災情報の報告様式】
(2) 発生場所　　○○市○○町○丁目○番○号（北緯　　度、東経　　度）

３　緊急通行車両に係る確認手続
   県警察は、武力攻撃事態等において、県公安委員会が行う緊急通行
車両に係る確認についての手続を定めるとともに、事前届出・確認制度
の整備を図る。

(2) 鉄道、空港、港湾の位置等
　鉄道は、吉野川に沿って東西にＪＲ徳島線、徳島から海岸線を南下す
るＪＲ牟岐線、徳島と鳴門を結ぶＪＲ鳴門線、さらには香川県へと至るＪＲ
高徳線及びＪＲ土讃線がある。また、阿佐海岸鉄道により海陽町と高知
県東洋町が結ばれている。
　空港は松茂町に徳島阿波おどり空港があり、2,500ｍの滑走路を有し、
東京（羽田）、福岡と定期路線を開いている。
　港湾数は１２（重要港湾2，地方港湾10）あり、重要港湾である徳島小松
島港の赤石地区では水深13ｍの大型岸壁が平成23年から供用されてい
る。
　また、生活バス路線を運行しているのは、７社及び２４市町村（平成３０
年１月現在、民間バス会社等への依頼形態を含む。）となっている。

【県対策本部長の代替職員】
代替職員（第１順位）
政策監
代替職員（第２順位）
副知事

県警察は、四国管区警察局等、県及び市町村と連携して非常通信体制
の整備、応急対策等重要通信の確保に関する対策を推進する。

【被災情報の報告様式】
平成　年　月　日  時　分
１　武力攻撃災害が発生した日時、場所（又は地域）
(1) 発生日時　　平成　年　月　日



該当ページ／
該当箇所

新 変更の内容旧

Ｐ６７　第３編
第２章　第１項

(6) 本部の代替機能の確保
   県は、県対策本部が被災した場合等、県対策本部を県庁内に設置で
きない場合には、「徳島県業務継続計画(県庁ＢＣＰ)」に準じ、次に掲げ
る順位で県庁舎の代替施設に対策本部を設置する。
　〔第１位〕徳島中央警察署
　〔第２位〕西部総合県民局美馬庁舎
　〔第３位〕県立防災センター・消防学校
   また、県の区域を越える避難が必要で、区域内に県対策本部を設置
することができない場合には、避難先地域を管轄する知事と県対策本部
の設置場所について協議を行う。

代替施設の見直しに伴う変更

Ｐ６８　第３編
第２章　第１項

県の組織改編に伴う変更

Ｐ６８　第３編
第２章　第１項

(2) 広報手段
テレビ・ラジオ放送、記者会見、問い合わせ窓口の開設、すだちくんメー
ル、県庁ホームページ、ＳＮＳ、広報紙等のほか様々な広報手段を活用
して、住民等に迅速に提供できる体制を整備する。

サービス名の変更に伴う変更

(6) 本部の代替機能の確保
   県は、県対策本部が被災した場合等、県対策本部を県庁内に設置で
きない場合には、「徳島県業務継続計画(県庁ＢＣＰ)」に準じ、次に掲げる
順位で県庁舎の代替施設に対策本部を設置する。
　〔第１位〕防災センター
　〔第２位〕西部総合県民局美馬庁舎
   また、県の区域を越える避難が必要で、区域内に県対策本部を設置
することができない場合には、避難先地域を管轄する知事と県対策本部
の設置場所について協議を行う。

(2) 広報手段
テレビ・ラジオ放送、記者会見、問い合わせ窓口の開設、すだちくんメー
ル、県庁ホームページ、ツイッター、広報紙等のほか様々な広報手段を
活用して、住民等に迅速に提供できる体制を整備する。

●県対策本部の編成
◆意思決定部門

対策本部会議

対処方針立案
情報収集・分析

統括司令 統合作戦部 応援部隊間調整
防災ヘリ運用

会議準備、広域応援調整窓口

記録、文書管理
広報・調達部

記者会見、資料提供、HP
　　　 安否、参集、部局間応援調整

健康管理

避難者対応、公用車、電気、電話
トイレ、水、情報システム、宿泊

予算、出納、物品調達
渉外・市町村支援部

一般的な問合せ対応・国等対応
市町村支援の総合窓口

本部連絡責任者（各部局 政策調査幹）

◆実行部門 防災関係機関・ライフライン事業者・他府県LO

危機管理部 県民くらし安全業務

政策創造部 （部内ロジ）
経営戦略部 （部内ロジ）

県民環境部 災害廃棄物処理

保健福祉部 医療・保健、被災地住民の生活支援

商工労働観光部 企業の事業継続支援
支援物資の調達・輸送班（物資）

農林水産部 支援物資の調達・輸送班（食料） 支援物資の調達・輸送班（全体調整）

農業の事業継続支援

県土整備部

出納局 安定的な資金供給の確保

企業局 所管施設の応急復旧
病院局 県立病院の業務継続

教育委員会 学校再開、学校避難所運営支援

南部総合県民局

西部総合県民局

政策監

補
経営戦略部長

広報

防災・危機管理センター

本部長

〔知事〕
統括司令室 統括

《

災

害
対

応
》

部隊

政策監 危機管理部長
◆本部長の

スタッフ
ロジ

《

後

方
支

援
》

職員

庁舎

財政

政策創造部長
渉外
市町村

実
行

部
局

統括災害医療コーディネーター

医療対策班(DMAT)
生活支援(全般）

支援物資の調達・輸送班（運輸）

公共土木施設の応急復旧

県土対策班

応急仮設住宅

支

部
災害対策本部支部

現場での情報収集

市町村支援（職員派遣等）
連携

連
携

●県対策本部の編成
◆意思決定部門

対策本部会議

対処方針立案
統合作戦部 情報収集・分析

統括司令 救援物資調整

輸送要請・調整

応援部隊間調整

防災ヘリ運用

会議準備、広域応援調整窓口
記録、文書管理

広報部

　副統括司令

安否、参集、部局間応援調整
調達部 健康管理

避難者対応、公用車、電気、電話

トイレ、水、情報システム、宿泊
予算、出納、物品調達

渉外・市町村支援部
一般的な問合せ対応・国等対応

市町村支援の総合窓口

本部連絡責任者（各部局 政策調査幹）

◆実行部門 防災関係機関・ライフライン事業者・他府県LO
知事戦略公室 （部内ロジ）

危機管理部 県民くらし安全業務
企画総務部 市町村の罹災証明書発行業務の支援
観光スポーツ文化部 観光事業者の事業継続支援
生活環境部 災害廃棄物処理

こども未来部 罹災児童の援護

保健福祉部 医療・保健、被災者の生活支援

経済産業部 企業の事業継続支援
　　　　　　　　　　　　　　

農林水産部 　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　
農業の事業継続支援

県土整備部 　　　　　　　　　　　　　　
公共土木施設の応急復旧 応急仮設住宅

出納局 安定的な資金供給の確保
企業局 所管施設の応急復旧
病院局 県立病院の業務継続

教育委員会 学校再開、学校避難所運営支援

警察本部 県警対策本部所管業務

南部総合県民局
西部総合県民局

東部県土整備局

防災・危機管理センター

本部長
〔知事〕

統括司令室 統括
《

災

害
対
応
》

作戦司令

危機管理監
物資

政策監
◆本部長の

スタッフ

統合司令

危機管理部長
部隊

ロジ

危機管
理部長

知事戦略公室
長

広報 記者会見、資料提供、HP

《

後
方

支
援
》

職員

企画総務部長 庁舎

財政

政策創造部長
渉外
市町村

実
行
部

局

統括災害医療コーディネーター
医療対策班(DMAT)

生活支援(全般）

県土対策班

支
部

災害対策本部支部
現場での情報収集
市町村支援（職員派遣等）

連携
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新 変更の内容旧

Ｐ９９　第３編
第５章

図の修正

Ｐ１１９　第３編
第７章　第４節

語句の変更

Ｐ１２７　第３編
第８章

⑤　県警察は、収集した情報を県対策本部に連絡するとともに警察庁及
び中国四国管区警察局に速やかに連絡する。

警察庁の組織改編に伴う変更

Ｐ１２８　第３編
第８章

【被災情報の報告様式】
　年　月　日に発生した○○○による被害（第　報）

　　　年　月　日  時　分
徳島県

１　武力攻撃災害が発生した日時、場所（又は地域）
　(1) 発生日時　　　　　年　月　日

元号の変更に伴う変更

Ｐ１２８　第３編
第８章

　(2) 発生場所　　○○市○○町○丁目○番○号（ＵＴＭ座標　　 　　　 ） 現在の県内の災害対応における県及び市町村
の運用に合わせた変更

⑤　県警察は、収集した情報を県対策本部に連絡するとともに警察庁及
び四国管区警察局に速やかに連絡する。

【被災情報の報告様式】
　年　月　日に発生した○○○による被害（第　報）

平成　年　月　日  時　分
徳島県

１　武力攻撃災害が発生した日時、場所（又は地域）
　(1) 発生日時　　平成　年　月　日

　(2) 発生場所　　○○市○○町○丁目○番○号（北緯　　度、東経
度）
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新 変更の内容旧

Ｐ１２９　第３編
第９章　第２項

１  廃棄物処理の特例
③　平素から県は既存の許可業者による廃棄物処理能力を把握し、武
力攻撃災害時に予想される大量の廃棄物を処理するには、どのような
特例業者に委託すべきかを検討するものとする。

２　廃棄物処理対策
　県は、地域防災計画の定めに準じて、「災害廃棄物対策指針（改訂
版）（平成３０年３月環境省環境再生・資源循環局災害廃棄物対策室」
等を参考としつつ、廃棄物処理体制を整備する。

誤字の修正、指針の改訂に伴う変更

Ｐ１３０　第３編
第９章　第３項

１  重要文化財等に関する命令又は勧告の告知等
①　県は、県の区域に存する重要文化財等（重要文化財、重要有形民
俗文化財又は史跡名勝天然記念物をいう。）に関し、文化庁長官が武
力攻撃災害による重要文化財等の被害を防止するため命令又は勧告
を行う場合には、所定の手続に従って、速やかに所有者等に対し当該
命令又は勧告を告知する。
②　当該命令又は勧告に従って必要な措置を講じようとする重要文化財
等の所有者から、県に対し、文化庁長官に対する支援の求めがあった
場合には、速やかに、その旨を文化庁長官に対し連絡する。

２  国宝等の被害を防止するための措置の施行
①　県は、文化庁長官から、所定の手続に従って、国宝等（国宝又は特
別史跡名勝天然記念物をいう。）の被害を防止するための措置の施行
の全部又は一部の委託を受けた場合には、速やかに当該措置の施行
に当たる。
②　県は、県職員のうちから、当該措置の施行及び当該国宝等の管理
の責任者を定めるとともに、当該者は、当該措置の施行に当たるとき
は、その身分を証明する証票を携帯し、関係者の請求があったときは、
これを示し、かつ、その正当な意見を十分に尊重しなければならない。

所管部署の変更に伴う変更

奥付

徳島県国民保護計画
 平成１８年　３月　　作成
 平成２６年１１月　　変更
 平成３０年　６月　　変更
 令和 ○年 ○月　　変更
　　編集・発行　徳島県危機管理部危機管理政策課
　　　　　　　　　　〒770-8570
　　　　　　　　　　徳島市万代町１丁目１番地
                       電話088-621-2708

徳島県国民保護計画
 平成１８年　３月　　作成
 平成２６年１１月　　変更
 平成３０年　６月　　変更
　　編集・発行　徳島県危機管理部危機管理政策課
　　　　　　　　　　〒770-8570
　　　　　　　　　　徳島市万代町１丁目１番地
                       電話088-621-2708

１  廃棄物処理の特例
③　平素から県は依存の許可業者による廃棄物処理能力を把握し、武
力攻撃災害時に予想される大量の廃棄物を処理するには、どのような特
例業者に委託すべきかを検討するものとする。

２　廃棄物処理対策
　県は、地域防災計画の定めに準じて、「災害廃棄物対策指針（平成２６
年３月環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部）」等を参考としつつ、
廃棄物処理体制を整備する。

１  重要文化財等に関する命令又は勧告の告知等
①　県教育委員会は、県の区域に存する重要文化財等（重要文化財、重
要有形民俗文化財又は史跡名勝天然記念物をいう。）に関し、文化庁長
官が武力攻撃災害による重要文化財等の被害を防止するため命令又は
勧告を行う場合には、所定の手続に従って、速やかに所有者等に対し当
該命令又は勧告を告知する。
②　当該命令又は勧告に従って必要な措置を講じようとする重要文化財
等の所有者から、県教育委員会に対し、文化庁長官に対する支援の求
めがあった場合には、速やかに、その旨を文化庁長官に対し連絡する。

２  国宝等の被害を防止するための措置の施行
①　県教育委員会は、文化庁長官から、所定の手続に従って、国宝等
（国宝又は特別史跡名勝天然記念物をいう。）の被害を防止するための
措置の施行の全部又は一部の委託を受けた場合には、速やかに当該措
置の施行に当たる。
②　県教育委員会は、当該教育委員会の職員のうちから、当該措置の
施行及び当該国宝等の管理の責任者を定めるとともに、当該者は、当該
措置の施行に当たるときは、その身分を証明する証票を携帯し、関係者
の請求があったときは、これを示し、かつ、その正当な意見を十分に尊重
しなければならない。


